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会社概要
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会社名 GMOグローバルサイン・ホールディングス株式会社

証券コード 3788（東証プライム）

設立 1997年 5 月 株式会社アイル

事業内容
電子認証・印鑑事業
クラウドインフラ事業
ＤＸ事業

親会社 GMOインターネット株式会社（東証一部：9449）

子会社 16社 連結13社(国内６社、海外7社) 非連結３社

パートナー数 連結 967名（2022年9月末現在）

会社概要
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世界11拠点で事業を展開

アメリカ合衆国

フィリピン

シンガポール

イギリス

ベルギー

ロシア

中 国

インド

ＵＡＥ

日本

ブラジル
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(百万円)

国外売上比率
39.1％(1,545百万)

国外パートナー比率
44.3％(438名)

■日本 ■欧州 ■北米 ■アジア他

(名)

2019 2020 2021 2022

3,948 988

2019 2020 2021 2022

※ 当社および子会社16社（非連結子会社含）の従業員数
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コ ト を I T で 変 え て い く 。
もっと気軽に、もっとわかりやすく。ありとあらゆる人々に。

ITのチカラですべての人々に新たな経験価値を提供します。

Mission



8

事業概要
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安全なクラウド基盤の提供 より便利で簡単な
クラウドサービスの提供

電子認証・ID管理

電子認証・印鑑事業 クラウドインフラ事業 DX事業

事業領域



10

電子認証・印鑑事業



電子認証局：インターネット上における身元証明機関

長年にわたる運用実績

運用実績

27年

世界で

5社

PCブラウザ
搭載率

99.8%

月間
電子署名数

380万

グローバルで
シェアを持つ認証局

Docusign社(米国)
にも採用



SSLサーバ証明書発行サービス

暗号化と認証局による実在性証明でウェブサイトの安全を守る

なりすまし防止暗号化

国   内
シェア
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ガバナンス強化

３
コスト削減

１
業務効率化

２

契約業務にかかる
時間を大幅削減

契約業務を100％
ペーパーレス化

実印相当の証拠力と
多彩な機能を標準搭載

契約手続きがオンラインで完結

電子契約サービス
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2020Q3 Q4 2021Q1 Q2 Q3 Q4 2022Q1 Q2 Q3

電
子
認
証
・
印
鑑
事
業

※1「電子印鑑GMOサイン（OEM商材含む）」を利用した事業者数（企業または個人）。1事業者内のユーザーが複数利用している場合は1カウント。2022年11月で190万社を突破。

※2「電子印鑑GMOサイン」のアカウントを持つ契約社数。事業者（企業または個人）につき1アカウント。複数アカウントをご利用の場合、重複は排除

914,117社

732,602

588,251

465,407

334,907

2022年12月で100万社突破
導入企業 (一部抜粋)

226,835
185,832

140,048

48,780

契約社数

前年同期比

2.7倍
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791,258

671,500

992,525

1,212,155

2020Q3 Q4 2021Q1 Q2 Q3 Q4 2022Q1 Q2 Q3

前年同期比

2.2倍

契約送信件数

電
子
認
証
・
印
鑑
事
業

1,485,382件

543,094

465,299

365,956
303,740

電子契約サービス市場

※ 電子署名法が定める要件を満たす電子署名およびタイムスタンプが付された契約の送信件数（2022年10月自社調べ・国内主要電子契約サービスを比較）

※
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SDGs

SDGs達成に向けた取り組み
→契約書の電子化により印刷物

の削減・ペーパレス化を実現

官・民で広がる「脱ハンコ」

働き方改革

コロナ禍で「働き方改革」進展
→テレワークを推進する企業に 

とって電子契約は必須ツール

ハンコ出社

在宅勤務を阻む｢ハンコ出社」
→「電子契約」に取り組む企業

が急増

当時のIT相「ハンコのデジタル化は民間の問題」と発言

当時の首相により押印等のデジタル化に向けた法制度や慣習見直しを指示

IT業界、政界、様々な業界のリーダーの方たちが賛同し、脱ハンコの起点に
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詳細URL（横須賀市）https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/0835/nagekomi/documents/result_dk.pdf

■契約締結作業時間

■起票～締結の期間

34％短縮

95％短縮

100％削減■紙の使用量

電子契約は時間とコストを大幅削減
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電子帳簿保存法
・帳簿の電子化，スキャナー保存，発行元控え電子保存の税務署長承認

廃止
・スキャナ保存・電子取引でのタイムスタンプの要件緩和
・電子取引データの書面保存廃止（2023年12月末まで猶予期間あり）他

最近の主な法改正

宅地建物取引法
・媒介契約の契約時書面の電子化 (34条の2)
・重要事項説明書の電子化(35条)
・宅建業者自身が行う不動産契約の契約時書面の電子化(37条)

借地借家法
・定期借地権設定契約の電子化 (22条)
・定期建物賃借件設定契約の電子化 (38条)
・取り壊し予定の建物の賃借権設定の電子化 (39条)
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欧州デジタルIDウオレットの導入
• 個人や法人の認証情報や属性等を保持し，本人のコントロール

のもとで，利用・提示等ができる。
• 強固なユーザ認証を必要とする，公的・民間サービスでの利用

想定
• 大規模オンラインプラットフォームはEUDIWを受入義務

リモート署名，リモートeシールの規定の新設
電子台帳の新設
属性の電子証明

eIDAS
（2014年制定）

デジタルID(eID)やトラストサービス（電子署名，電子シール，タイ
ムスタンプ等）について、欧州の共通的規定を定めたもの。2016年
までに全面施行

eIDAS改訂案
（2021年6月）

欧州の動き ～eIDAS 2.0～



文書管理プラットフォーム
請求管理システム 人事管理システム など…

タイムスタンプ 電子証明書

・契約書
・請求書
・受発注書
・見積書

・議事録
・図面
・指示書
・稟議書

・ワクチン証明
・医療データ
・卒業証書
・遺言書

・財務諸表
・監査証憑
・資格証明
・認定書 など…

をはじめとした

全ての文書を電子化



世界電子契約市場

*2  出典：デジタル署名市場（REPORTOCEAN発行レポート 2021.6.18）より成長率31.0%として2025年予測を算出
*1  出典：電子契約サービス市場の現状と展望2020（矢野経済研究所 2020.11.26）より成長率37/0%として2025年予測を算出

国内電子契約市場

億円

37.0%成長*1

361

2.5兆円

世界デジタル署名市場
31.0%成長 *219兆円

*3

*3  出典：P&S Intelligence社調査によるグローバルの電子署名市場より成長率28.6%（2020→2030）

28.6%成長

2025年市場予測

電子化により期待高まる成長市場
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クラウドインフラ事業



豊富なサービスで個人から大手企業まで対応

ホスティングサービス
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クラウドの導入から運用保守まで
ワンストップで提供

クラウド総合支援サービス
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2019Q3 2020Q1 Q3 2021Q1 Q3 2022Q1 Q3

第３四半期累計売上高
923百万円

前年同期比： +54.0％

335百万

2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

パブリッククラウドサービス
市場規模 4兆2,800億円

年間平均成長率：20.8%

四半期売上推移
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DX事業



2020Q3 2021Q1 Q3 2022Q1 Q3

DX事業の主な提供サービス

企業や店舗の自社アプリを制作
データ利活用による業務改善を支援

導入店舗数推移 16,140店舗
導入事例



DX事業の主な提供サービス

自治体発行のプレミアム付商品券を電子化
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成長戦略
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デジタルIDの浸透
マイナンバー

通信環境の進化
５G

DX化の推進 法規制の
デジタル化

コロナ禍による
働き方の変化

デジタル
アセットの本格化社会技術の変化

未来の変化に対応できるサービスの提供・体制基盤

巨大
プラットフォーマー

の台頭

これから未来に起こりうる社会と生活環境の変化

取り巻く環境
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IDaaS 電子印鑑
半導体向

IoT

デジタル
ID

デジタル
アセット

インフラ SSL

Web
Eメール

企業の
認証

デバイスID
の認証

アプリの
認証

文書の
認証

個人ID
の認証

資産の認証
金融・情報・権利

企業のIT化 仕事のDX化 暮らしのデジタル化の浸透

大切な情報を確かにつなげる
世界の実現

目指す姿
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コトをITで
変えていく

経
済
的
価
値

社
会
的
価
値

戦略１
経営資源の
重点配分

戦略２
持続成長分野の
更なる成長

戦略４
収益構造の変革に
よる体制基盤強化

戦略5 企業風土の強化

戦略6 社会環境への取組み

戦略３
新たな事業領域開発

なくてはならない
企業へ

GMOサイン／グローバル成長 クラウドクルー／既存商材見直し

おみせアプリ／新規事業開発 業務改善

６つの重点戦略
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階層・規律・統制

情報のオープン
スピードＵＰ
自ら行動

固定化した組織

堅さと大きさで競争力を失う

既存の枠を超え柔軟に

機動的に形成される俊敏な組織

新たな価値創造

戦略５：企業風土の強化（２１世紀型組織へ） 

自律・分散・協調
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今の企業文化

パ

ー

ト

ナ

ー

の

変

化

組

織

の

変

化

イノベーションの原動力となる
「価値観（=ワクワク）」の定着

One GlobalSign Way

戦略

価値観
理念

組織構造

スキル
ノウハウ

システム
制度

人財

社風
スタイル

２０２３年 新しい企業文化
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業績推移および予想・株主還元
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（百万円）
2018年 2019年 2020年 2021年

2022年

通期予想 Q3実績
（進捗率）

売上高 12,738 13,109 13,332 14,046 15,187 11,853
(78.1%)

営業利益 1,408 1,439 1,357 1,171 1,524 1,008
(66.2%)

経常利益 1,490 1,485 1,394 1,199 1,170 1,092
(76.9%)

親会社株主
帰属利益 956 1,073 1,170 483 900 799

(88.8%)

1株当たり純
利益(円) 83.04 93.18 101.62 41.98 78.13 -

通期業績推移
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0
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

ＩＡＭ 売上 ＤＸ 売上
電子認証・印鑑 売上 クラウドインフラ 売上
経常利益 親会社株主帰属利益

利益
(百万円)

売上高
(百万円)

セグメント別業績推移
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2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
(予定)

1株当たり
年間配当金 27.60 41.52 46.59 50.81 33.64 39.04

配当性向(%) 50.0 50.0 50.0 50.0 80.1 50.0

配当

株主優待
優待

１
当社提供の各種サービス利用料
上限5,000円キャッシュバック

 保有株式100株以上を６ケ月以上同一株主
番号にて継続保有の場合

 最大２サービスまで合計上限5,000円を
キャッシュバック

優待

２
GMOクリック証券の対象取引
手数料相当額キャッシュバック

 保有株式100株以上を６ケ月以上同一株主
番号にて継続保有の場合

 買付手数料キャッシュバック(当社株式限)
 売買手数料上限3,000円キャッシュバック

株主還元
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コ ト を I T で 変 え て い く 。
もっと気軽に、もっとわかりやすく。ありとあらゆる人々に。

ITのチカラですべての人々に新たな経験価値を提供します。
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